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[論文］

組織構造の変革について

今井_孝

組織の適応の仕方には，環境の変化に対して意識

的に適応するか（計画的変革)，あるいは無意識

的に適応するか（非計画的変革）のいずれかのパ

ターンがある。このような変革は，組織が存続・

成長するために不可欠であることはいうまでもな

い。もしこのような変革が達成されなければ，場

合によっては，組織は衰退し，最終的には消滅す

ることになろう。

組織研究者は，必ずしも，組織でのあらゆる変

化に関心をもつわけではない。我々の主要な関心

は，組織の活動にとって重要な意味をもつ変化に

ある。すなわち，組織存続のための前提は，組織

を「目的志向的に変革」することである。このよ

うな努力は，しばしば「計画的な組織の変革｣2）

と呼ばれている。このケースでは，組織における

変革を喚起しようとする試みは，当然「意識的」

に規定され，意図的なものであるということがで

きる。

変化の発生場所という観点から，組織を取り巻

く環境における変化と組織内部からの変化という

二つのケースが考えられよう。組織を取り巻く環

境における変化は「外生的変化」と呼ばれるのに

対して，組織内部での変更は，「内生的変化」と

呼ばれる3)。多くの場合，外生的変化は内生的変

化を喚起すると考えられる。逆に，内生的変化が，

外部の環境に働きかけて，外生的変化を喚起する

こともありうる。

変化の発生場所を明確に認識しうることはあま

り多くない。しかし，組織は変化の特定の源泉を

決定することに関心をもつものである。というの

は，この変化の源泉を理解することによって，組

織に対しての変革の原因やそれを惹起する背景的

要因，その強さおよび予測された永続性などにつ

いての理解が可能になる`)。

一般に，変化の発生する場所は，両端に安定的
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１．はじめに

組織は長期間にわたって存在する性質をもって

いる。組織の研究においては，連続性として特徴

づけられる社会的構成体の共通のメルクマールが

扱われるのが一般的である。組織は存在する期間

を通してさまざまな変化を経験する。それゆえ，

組織は，それを取り巻く諸条件や時間の経過につ

れて，変化するものであるといえる。組織内での

些細な変化の発生とそれに対して組織が自発的に

反応を行うという行動は，組織では日常茶飯事で

ある。また，こうした変化とは対照的に，一定の

変化に対して，組織の体系的な変革が必要とされ

る場合も多い。たとえば，組織は，新しい技術，

新しい政策，国際的な競争，生産性改善への新し

い要求などにより絶えず挑戦されている。このよ

うな挑戦に対処するために，組織は適応し変革し

なければならない。

変化とは，ある状態を別の状態に変えること，

あるいは「現状を変更すること」'）である。変化

は絶えず生じるけれども，その変化は，以前に生

じたものとつねに同じものであるとは限らない。

したがって，組織を固定的で静的な実体として把

握する必要はないわけである。

組織は，存続するために，環境のさまざまな要

因の変化に適応することが必要である。その際，
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な環境と急速の変化する環境をもつ連続線上のど

こかに存在する。安定的な環境において，現状を

維持しようとする組織では，組織がそのメンバー

の間に退屈さや陳腐さを生みだすことがある。ま

た，組織が衰退したり消滅するのは，組織がその

環境とうまく調和しえない場合である。これに対

して，急速に変化する環境は，新たな挑戦，新し

い市場や新しい技術を組織にもたらしうる。その

場合，変化の望ましい結果と望ましくない結果と

の間でバランスをとりうる適切な点を発見するこ

とが，こんにちの組織の管理者に対する本来の現

実的な挑戦を示すものである。

しかし，管理者に対するこの種の課題は容易な

ものではないのが普通である。組織が直面する環

境の変化の程度は，組織が必要とする内生的変化

の量に対して影響するものである。一般的にいえ

ば，安定した環境での組織は，ダイナミックな環

境に直面する組織ほどには変化を必要としない。

組織は，通常，変革に関してジレンマー変革

を求めることと変革への抵抗一に直面する6》。

つまり，一方では，組織はその競争力を維持し，

より有効でかつ能率的な技術や方法を採用し，組

織の環境との調和を維持するために変革を望み，

それをいっそう促進する傾向がある。他方では，

組織は，安定性や予測可能性という理由から，変

革に抵抗することが多い。たとえば，相対的に安

定しているアウトプット，予測可能なコストや財

務的保全などの要求に基づく行動がそれである。

この場合，組織に対する主要な問題は，現在の活

動を妨げることなしに，望ましい変革を達成する

方法に関することにある。

組織構造を変革するにあたって，さまざまな環

境的な要因が考慮されなければならない。適応と

いう観点から，コンテインジェンシー・アプロー

チにおいて強調されるものに，たとえば，環境条

件，技術，規模などがある6）。つまり，こうした

要因に基づいて，組織は，さまざまな変化に適応

し，存続していかなければならないわけである。

組織がさまざまな要因に適応するということは，

要因の変化に対応して，組織の構造を変革するこ

とにほかならないといえよう。

本稿の主要なテーマは，組織の変革の対する問

題を組織構造の観点から叙述することである。

行論の過程を示しておこう。

まず，組織における非計画的変更と計画的変更

を簡単に叙述し，計画的変更の過程について検討

する。次いで，組織変革の決定要素について検討

する。最後に，変革への抵抗を記述し，組織構造に

対する変革の意義について検討することにしよう。

〔注〕

１）ＢＨｏｄｇｅ＆Ｗ・Anthony，Organization

Theory，３ｅｄ.，1988,ｐ,６０９． 

２）ＶｇＬ，GSchanz,Organisationsgestaltung， 

1982,Ｓ３２９ｆｆ 

３）ＣｆＢ・Hodge＆Ｗ・Anthony，ｏｐｃｉｔ.，

ｐ、６０９．

４）Ｃｆｉｂｉｄ,ｐ､６１０． 

５）ＶｇＬ，ａ・ａ､０．，ｓ３２４．

６）この点の詳細については，拙著「現代の経営組

織」平成元年，１１３頁以降を参照されたい。

2．計画的変革の過程

組織は。さまざまに変化する環境と密接な関連

をもち，存在していることは明らかである。この

環境の組織構造への影響に関する研究は，いわゆ

るコンテインジェンシー・アプローチで典型的に

見られるが，最近の組織研究の中心問題の一部を

なしている。ここで検討しようとする「組織の変

革」の目的は，組織が環境の変化する必要条件に

適合するように，組織を変革することにある。

その場合の主要な問題は，組織が環境の変化に

いかに対応し，適合するかということである。こ

こでは，まず，組織の環境への適応という問題を

扱う非計画的変革と計画的変革から検討しよう。

適応が主たる関心事とするのは，組織の修正，あ

るいはその構成要素を環境に適合させることであ

る。そこでは，適応と計画的変更とは明確に区別

されることになる。

２．１非計画的変更と計画的変更

組織は，通常，その構造の変革が必要であると
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すなわち，存続のために，環境的要因は環境にもっ

ともよく適合する組織を選択するわけである。そ

こでは，組織はその活動領域を発見し，存続する

ことになる。

この「組織の個体群生態学」の理論では，組織

の適応はほとんどなく，もしあるとしてもごく僅

かなものであると主張される。つまり，上述の組

織の適応も「計画的な組織の変革」も存在しない

ことを意味しているといってもよい。すなわち，

この理論では，環境はそれに適合しない組織を除

去することを強調するわけである。

このような環境決定論というアプローチを採用

するとすれば，管理的行動が変化をコントロール

しうるという望みはほとんどないといってよい。

組織には構造的な不活性を引き起こす多くの過程

がある。すなわち，組織の適応能力に対して多く

の制約があるわけである。組織に対する不活性の

圧力が強ければ，それだけ組織の適応的な柔軟性

は低くなり，環境の淘汰の理論がますます適切な

ものとなるように思われる。したがって，構造的

な不活性が適応と淘汰モデルの間の選択の中心と

なる。環境の調節における主要な要因は組織の不

活性であるｲ)。

不活性的な圧力は，一般に，組織の構造的側面

と環境的制約条件の双方から生じるといわれてい

る。

まず，組織の構造的側面からの圧力を見てみよ

う”・組織は，元来保守的な性質をもつものであ

り，組織は変化に積極的に抵抗するものである。

つまり，組織の安定性が不活性を作りだすといえ

よう。したがって，不活性が強ければ，それだけ

経営者は変化を管理することが難しくなるわけで

ある。そこでは，組織の内的な考慮事項から生じ

る要因を挙げることができる。たとえば，組織も

つ工場や設備および専門家などから生起するサン

ク・コスト，情報の流れに作用するコミュニケー

ション構造，組織の内的な政策的制約，組織に樅

築されてきた標準実施手続などがこの例である。

これらは，高度の不活性を作り出し，ほとんど適

応可能性を持たないものである。

さらに，この組織の不活性に対する環境的制約

条件としての外的な圧力もある6)。たとえば，市

場への参入あるいは撤退への法的および財務的陣

いうことをいかに知るのであろうか。この点につ

いて，まず，ここで簡単に言及しておこう。ある

場合では，組織はそれを偶然的な発生として処理

するかも知れない。あるいは，変革とは，経営者

が利用したい機会の識別であるかも知れないし，

問題の予想あるいは反応であるかも知れない。こ

のような機会や問題は，組織の内部あるいは外部

に存在するものであるかも知れない。さらに，い

わゆる「環境問題」であるかも知れない。組織が

組み入れられている環境ないし組織とさまざまな

関係をもつ環境が静的であるといケースは，極め

て稀なケースであろう。いずれにせよ，組織は環

境の変化に適応していかなければならないわけで

ある。

実際に問題となるのは，組織が環境の変化に適

応しうるかどうかということである。ここでの中

心問題は，環境決定論と組織の選択や適応という

自由の間にある!)。環境決定論においては，組織

の環境への適応という場合，一般に，組織が環境

の変化に調節できるような，ある「種」のみが存

続すると主張する，いわゆるダーヴィンの「自然

淘汰理論」に基づいて展開されているわけである。

つまり，このことが意味することは，「種」が環

境によって存続のために選択されるということで

あり，そこで選択されないものは消滅するという

ことである。

環境決定論で展開される組織と環境の関連につ

いての有力なアプローチの一つとして，いわゆる

｢組織の個体群生態学｣2）を挙げることができよ

う。そこでの中心的な論議に「淘汰と適応」とい

う問題があるといわれる。この生態学的展望での

淘汰と適応の間には複雑な関係がある。淘汰にか

かわる過程は適応過程として高次の分析で作り直

される。そこでは，「分析単位」がひとたび選択

されるならば，淘汰と適応を区分しようとする場

合に，この両者問には暖昧さは存在しないことに

なる。通常，淘汰と適応は相互補完的であること

を認識し，これらの双方を考慮することが組織と

環境の完全な理論に不可欠であるといわれる3)。

個体群生態学は，組織と環境の間の全体性ある

いは関係を示すものである。これは，組織の存続

を決定する場合に，環境を説明するために有用と

なるように，組織理論を適用しうるものである。

Hosei University Repository



3６ 

害，外部の制約による情報の利用可能性，法的規

制，集合的合理性問題すなわち経済学で扱われる

ような一般均衡問題などがある。そこでは，組織

は，環境の変化に対する緩慢な適応を引き起こす

ような，ある種の浸透した惰性をもちうるわけで

ある。その場合，最初に意図されたものとは異な

るタイプの組織の適応が必要とされる。したがっ

て，不活性や惰性は組織の適応能力に影響すると

いえるわけである？)。これらの多くの不活性的な

圧力は，適応という枠組み内で調節されうるもの

である。

個体群生態学ないし環境決定論では，通常，環

境に直面している単一の組織が分析単位として採

られるが，それが，どの程度組織の変革や適応に

応用しうるかが問題となる。つまり，組織は変革

や適応しうるか，あるいは環境が存続するであろ

う組織のみを選択するのであろうか，ということ

が問題である。

確かに，組織には上述のような環境決定論的な

側面が存在することを否定するものではない。し

かし，組織は受動的な行動のみを採用するもので

はない。組織には，むしろ，積極的に環境に働き

かけ，それに作用を及ぼそうと行動する側面があ

る。それゆえ，生態学的な変数を強調する環境決

定論は，組織の存続についての完全な説明を提供

するものであるということはできない。管理者が

変化やその影響を予測し，適応ないし処理すべき

であるとしても，変化そのものに影響を及ぼし，

あるいはそれを管理することができないと考える

ことが一般的であろう。したがって，この適応な

いし処理行動では管理的アプローチを要求するこ

とになるわけである`)。

ここでは，環境決定論とは異なり，組織の変革

の過程は管理することができると仮定することに

しよう。この側面がまさに本稿での関心である。

つまり，「計画的な組織の変革」が可能であると

いう仮定をおくわけである。組織の計画された変

革が意味することは，組織を「目標志向的に」再

編成することである，)。

一般的にいえば，変革が計画される限り，変化

と関連する不確実性や不安定性は削減されること

になると考えるのが普通である'0)。しかし，組織

の経験するすべての変革が計画的な性質を示すと

'よ限らない。変化には，意図されない，あるいは

計画されない偶発的な側面も存在するということ

を否定するものではない。

２．２計画的変革の過程

「計画的な組織の変革」の目的から結果するこ

とは，組織をしてその現状を維持させるか，ある

いは組織の成育可能性を維持させることである。

この目的を達成するために，変革の過程では，組

織の現状を解除し，組織を新しい状態へ移行し，

その状態を永続的なものにするために，変革を再

凍結するという過程から構成されるID・組織が変

化に直面する限りにおいて，組織は有効性の必然

的な低下に反応したり，あるいはそれを受入れる

ことになるわけである。組織はオープン・システ

ムーすなわち環境と依存関係をもつ－という

性質をもつものであり，また，環境は常に同じ状

態にあるとは限らないので，組織は，計画的な変

革を促進するための内的なメカニズムを展開しな

ければならないのが通例である。この意味におい

て，組織の計画的な変革努力は，変革の管理と呼

ばれることもある②。

計画的な組織の変革にあたっては，まず，いか

なる要因によって変革が惹起されるかについての

検討から始められなければならない。しかし，こ

の変革の源泉の調査は，変革の過程における－つ

のステップにすぎない。これに幾つかのステップ

を追加して，次頁のように示される'3)。

ここでは，この図の流れにしたがって検討する

としようM)。

現状とは，通常，ある種の均衡状態と考えるこ

とができる”・組織が，ある均衡状態から他の状

態に移行するためには，その現状を規制するもの

を解除することが不可欠である。この契機となる

ものがストレスである。したがって，この変革の

過程の開始のステップにはストレスというステッ

プがおかれる（第１のステップ)。このストレス

が生起するのは，組織に内的および外的な問題が

存在するからである。たとえば，内生的な変数と

して個人の行動的ストレスをまた外生的な変数と

して技術的ストレスなどを想定すればよい。実際

に，ストレスはこの内生的および外性的な二つの
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成するための方法を展開しなければならない。こ

れが意味することは，組織が目標の達成に必要な

戦術，プログラムや活動を決定することである。

この第６のステップが結果することになるプログ

ラムや活動は，組織目標と密接に関連している。

これは，組織が変革を実行する場合，組織を失敗

から回避させるのに役立つものである。

プログラムがひとたび決定されると，組織は，

それがその従業員に対して望む行動の変革に焦点

をおく必要がある。ここでは，物事を遂行する古

い方法を学習することではなく，新しい方法を学

習することに関するものが展開される。

このステップは行動の忘却ないし解除のステッ

プ（第７のステップ）である。ここでは，以下の

点が，従業員によって完全に知られているという

ことが不可欠である'6)。

（１）変革とは何か。

（２）何故，変革が必要なのか。

（３）変革から期待されるものは何か。

(4)“そこからいかなる利益が獲得されるのか。

（５）どんな不利益ないし問題が不意に発生する

のか，またいかにそれらに対処するのか。

（６）いかなる行動の変革が，プログラム，課題

や活動に必要とされるのか。

これをもたらす方法の一つは，変革を採用する

という参加戦略をもつことである。これは，実際

に，それを遂行するのに必要な意思決定にかかわ

る変革によって影響される従業員をもつことであ

ろう。これが生じる必要があるのは，オープンで

脅威のない，支持的な環境においてである。多く

の従業員がさまざまな変革に抵抗するのは，変革

による脅威を感じるからであり，あるいはその変

革を完全に理解しえないからである。管理者は，

変革に関連する意思決定や計画に従業員を関与さ

せることにより，このステップでこれらの関心事

を克服しようとしなければならない。もちろん，

変革の実行のために，この参加戦略を使用すると

いうことは「言うは易し，行うは難し」である。

ひとたび，現状の行動の解除が達成されるなら

ば，次に変革そのものが実行されることになる。

この新しい状況への移行と現状の解除の間で，明

確な区分線を引くことは難しい。現状の行動の解

除に関して行われる多くの努力が，変革を導入す

(2)（３）（４） 

変革の源泉一＞知覚と評価→計画と分析

(5)↓ 
変革目標の

決定

(6)↓ 
変革戦術や

プログラム

の決定マクロ的・ミクロ的の決定

環境のストレス

Ⅷ’：鋤↓聯”
行動と態度の(8)ｌ
再凍結 プログラムに

､,↑Ⅷ糯験
フォロー・一再調節と－実験の評価

アップと評価実行

変数に作用するが，しかし，これらを明確に区分

することは難しいであろう。

この二つのストレスが変革の源泉となる（第２

のステップ）のは，それが変革に対する圧力と感

じ始められる場合である。人々は問題を識別し，

その問題の中から，あることをそれについて行う

べきであるという意思決定を行う。これが第３の

ステップである。この問題を知覚し，評価すると

いうステップは，構築される変革のタイプや組織

に対する変革の重要性，変革の速さなどについて

を決定することになる。これらは，管理者や管理

者の集団のもつ基礎的な知覚によって影響される

わけである。この知覚に基づいて，変革のための

計画と分析が行われる。

第４のステップである計画と分析というステッ

プでは，管理者ないし管理者の集団が変化を担う

機関としてかかわってくる。このステップで，変

化をいかに扱うかが決定される。このことは，管

理者が変革戦略をデザインする場合，最初のステッ

プとなることを意味している。

第５のステップは，変革目標を特定化すること

にかかわるものである。この目標は，管理者が変

革を達成したいと思う結果である。たとえば，生

産性の増大，コストの削減，販売量の増加，従業

員数の削減などを考えればよい。組織目標として

の変革目標が決定されるならば，組織は目標を連
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るわけである。

これに続くステップは，プログラムによる実験

というステップ（第８のステップ）である。そこ

では，ほとんどの組織的な変革がますます制度化

されることになる。すなわち，この組織的変革は

革命的な性質をもつというよりも，むしろ進化的

なものである。撹乱を最小にしながら，増大する

変革を達成する－つの方法は，経験的な基礎に基

づいて変革を行うことである。これは，組織をし

て，管理された環境で変革を監視することを可能

とする。これにより，組織は失敗するかも知れな

い大規模な変革を制度化することを回避しうるわ

けである。つまり，この限定された基礎での試行

期間は，失敗というコストの削減を可能にする。

これはまた，変革が広く採用される以前に，変革

における問題を組織が解決しうることになる。

実験は，完全に体系的な，客観的に可能な方法

で評価される（第９のステップ)。たとえば，組

織がこれまでのシステムと基本的に異なる新しい

業績評価や開発システムを設立する決定を行うこ

とを想定しよう。この場合，組織のある部門で限

定されたものに基づいて，この種のシステムが設

立されよう。したがって，実験のための単位を選

択するにあたって，その注意深く選択される単位

は，組織の他の残りの単位を代表するものでなけ

ればならない。また，評価を実行するために，デー

タが確立されなければならない。この局面で重要

なことは，

（１）変革によってもたらされる技術的あるいは

業績のアウトプット

（２）業績に関わる人々の態度

という二つの領域を評価することである”。われ

われは，通常，変革が業績に影響するかどうかを

知りたいし，また，人々がいかに変革を感じるか

を知りたいと思うものである。

業績評価過程において，デザインされた形態や

システムが機能するであろう。つまり，客観的な

基礎に基づいて報酬を提供するために，これらの

システムが役立つのは，職務遂行の改善および従

業員に対する訓練開発プログラムなどを展開する

ための基礎としてである。しかしながら，ほとん

どの従業員は，過程のある側面には一致しえない

ものであろう。たぶん，彼らは必要な対面的なイ

ンタビューを好まないし，また厳しい時間的制約

を感じているし，アピールの過程が不公平である

と思っているなどが考えられよう。したがって，

このシステムが将来にわたって有効性を維持する

ことを保障するために，これらの意義を処理する

ことに関心をもたねばならない。

評価に続いて，必要ならば，計画された変革が

再調整されなければならないというステップが採

用される必要がある（第10のステップ)。また，

変革が組織の他の部門においても実行されなけれ

ばならない。変革に関する経験は，変革が経験的

に実行される場合に，再調整のための基礎として

用いられるし，また完全な実行のための基礎でも

ある。もちろん，この完全な実行は，注意深く監

視され，最初の変革目標が充足されるよう監視す

るために評価されるであろう。つまり，フォロー・

アップと評価というステップが展開されることに

なる（第11のステップ)。

最後に，変革が成功するとすれば，新しい状況

を時間の経過とともに維持するために，それを凍

結することが必要になる週)(第12のステップ)。変

革により影響される組織のメンバーは，行動の再

凍結が生じることに馴染なものとなろう。もしこ

の最終ステップが伴われないとすれば，変革は極

めて短期的なものとなり，従業員には，以前の均

衡状態に戻ろうとする高い可能性があるであろう。

この再凍結の目的は，新しい状況を安定化するこ

とにある⑨。すなわち，変革の結果が日常のルー

チンの一部となり，新しいまた異常な状況とは見

なされないものとなる。変革の過程はこれで終わ

るものではない。というのは，変革によってもた

らされるこの新しい行動は，順次，追加的な変革

を引き起こすであろう内外のストレスを喚起する。

このサイクル自体は反復されるものである。

ここで叙述したような変革の過程は，意思決定

過程の場合と同様に，こぎれいに分類されるもの

ではない。あるステップを他のステップと区分す

ることが容易でないものとなるのは，変革を現実

界で実行したり，観察する場合である。しかし，

ここで展開したモデルは，管理者に，変革を分析

するための枠組みを与え，さらに変革を処理する

際の重要な変数を識別するのに役立つものである

といえよう。
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必要条件を正当化し，切迫したものとして知られ

ている弱点を克服するための組織の準備を高める

ことになる」])。

このような事態は，一定の問題の圧力に基づい

て，生起するものであるということができよう。

したがって，構造の変革を引き起こす要因には多

様なものがあるといえる。これらの要因を，ここ

では，前述のように外生的な変数（組織外の要因）

と内生的な変数（組織内の要因）とに分けて検討

することにしよう。
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3．１組織の環境における変化

組織が組み入れられている環境や組織がさまざ

まな関係をもつ環境が，静的であるケースは極め

て稀である。ここでも，一般に行われているよう

に，程度の差こそあれ，環境は急速に変化するも

のであることを前提としよう。組織が存続しよう

とすれば，当然，この変化を考慮しなければなら

ないわけである。したがって，組織の変革に対し，

環境のダイナミックな構造規定的な影響を簡単に

述べ，いかなる特定の変革が，組織外的な領域で

前提されるかを問題としよう。

組織の構造に対して大きな影響をもつものとし

て，環境の二つの変数が挙げられる2〕。これらの

変数はそれぞれ連続体上に存在するものである。

第一のものは，環境に見られる同質性あるいは異

質性である。もうひとつは，環境の安定性の程度

に関するものである。安定性という問題は，さら

に，環境における変化の程度についての確実性に

基づいて定義される。組織は不安定な環境に直面

するかも知れない。たとえば，もし組織がこの不

安定性に対する対応のパターンをもっていれば，

この場合，変化の範囲について予測しうるか，あ

るいはその範囲を知りうるかもしれない。これに

対して，いかなる反応のパターンにも従わない不

安定な環境に直面する組織では，この変化の範囲

を予測したり，あるいはその範囲を知ることが難

しいであろう。

環境の及ぼす影響は，組織をデザインする場合

に，次の三つの側面に作用するといわれる3)。

（１）組織の複雑性の程度，

（２）ルールの形成あるいは計画作成の強調，

3．組織変革の決定要素

組織構造の変革を惹起する原因には，「不満足

なものとみなされるかあるいは不満足な結果を導

いている経営的事項と，企業が必ずしも適切に反

応しえない経営外的事項とがある。このような事

項は，組織の現示とその必要条件の間の不一致を

示している。この不一致が調和での一定の範囲を

超える限り，根本的な変革によって，提示された
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（３）分権化の程度。

これらの環境の及ぼす影響の関係は，次のよう

に図示しうる‘)。

変化の程度

安定変化

るルールはほとんど形成されず，計画作成が著し

く強調されることになろう。組織が，さまざまに

分化しかつ変化する環境の側面を処理するために

分化される場合，組織そのものが著しく複雑なも

のになるであろう。

組織に対する外部環境となる環境の構成要素に

ついて簡単に述べよう。これは単に，組織の変革

という側面に対して，外部環境からの直接的な影

響要因としてのみならず，組織の内部環境の構成

要素への作用を通して，組織の変革に対し，間接

的にも作用することに注意しなければならない。

まず，このような環境を構成するものとして，

科学技術的な領域を挙げることができる5)。たと

えば，組織による新設備の購入は，組織をヨリ資

本集約的なものにするであろう。これが行われる

場合，専門化は標準化によりとって代わられよう。

科学技術的な環境が，組織のもつ技術という側面

への作用を通して変革をもたらすことになるわけ

である。

具体的なケースとして，自動車会社での組立ラ

インに多くのロボットが導入されるケースを想定

すればよい。この場合，製造技術が変化し，それ

に伴ってまた構造も変化することになる。とりわ

け，生産技術は生産領域での構造変革をもたらす

ことになる。

また，組織が精織化された情報処理システムを

導入する場合，いわゆる集権化という組織の構造

次元が変更されるという典型的な傾向が生じる。

というのは，必要な情報はその発生源の近くにあ

るわけであるから，一般に，分権化が可能になる

といえよう。情報技術の発展は，コミュニケーショ

ン・システムやデータ処理システムなどの展開を

通して，管理組織の構造上の変革をもたらすであ

ろう。

このように，自然科学やそれに基づいて構成さ

れる科学技術は，環境の変化に貢献するものであ

る。組織の変革に際して，このような科学的知識

のもたらす新しい技術の応用の方法が考えられる

わけである。

さらに，社会科学的認識も変革を喚起する要因

の一つである6)。たとえば，以前は公然と意識に

は現れてこなかった問題に対して，人間をして感

受性をもつように適合させることを考えればよい

同質性

環

境

異質性

この図からも明らかなように，同質的で安定し

た環境に直面する組織は，一般に，複雑性の程度

が低く，集権化される傾向があり，また組織メン

バーの行動に対してルールの行使を強調する傾向

がみられるものである。そこでは，環境が周知で

あり，また予測可能なものであるので，正確なルー

ルが組織の行動を導くために展開されることにな

る。

同質的ではあるが，また変化する環境に直面す

る組織は，この不安定性を処理するための方法を

展開しなければならない。このための一つの方法

に，組織のヨリ下位のレベルに権限を委譲し，環

境の変化が発生した場合に速やかに反応しうるよ

うにすることがある。その場合，こうした変化を

予測し，あるいは知ろうとするような計画作成の

単位を確立する職務が必要となる。

また，組織は，安定的ではあるが，多様に分化

している環境に直面する場合がある。この場合，

組織は，多様な環境の部分側面を処理するため，

複雑性が水平的ないし垂直的に分化されると考え

ることになる。環境は周知ではあるが，それが多

様なものであるので，なおいっそうの環境への対

応のためのルールが展開され，また，それらに適

応するために，多くの基礎的な組織単位が確立さ

れなければならない。

最後に，組織が異質的で変化する環境に直面す

るという局面も存在する。このようなダイナミッ

クで異質な環境は，組織に対して最大の挑戦を示

すものである。そこでは，メンバーの行動に対す

1低い複雑性：

集権化：

ルールの強調

2中程度の複雑性

分権化：計画作

成の強調

３より大きな複

雑性：基礎単

位の専門化：

ルールの強調

４もつとも大きな

複雑性：多くの

分権化：計画作

成の強調
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争の強度を回避するという目標のもとで協定を締

結する場合である。また，この競争の強度はさま

ざまな方法で回避しうる。たとえば，競合してい

る企業間でのいわゆる合併ないしコンツェルンの

形成などを想定すればよい。

第三に，環境条件そのものを緩和するというケー

スがある。この例として，在庫ないし中間在庫の

問題を想定すればよい。このような緩衝の形成は，

たとえば，調達部門と生産部門の関連で問題とな

ろう､)。これらの緩衝を導入することによって，

組織の個々の下位システム間での依存性が縮小さ

れることになる。

さらに，環境の変化を減少させようとするもの

に平準化ないし円滑化がある'2)。たとえば，組織

の給付利用の平準化が意味することは，組織が季

節的な価格差別化によって，負担の改善ないし同

等な負担を導くことである。このような措置がと

くに重要となるのは，固定費による大きな負担が

存在する場合である。

また，ある変化に対してアドホックな反応の代

わりに計画された行動を採用するという意味で，

組織はヨリ良い予測方法の展開を通じて，環境条

件を緩やかなものにするであろう。このような戦

略がとくに重要なのは，組織が極めて変動的な環

境におかれている場合である'3)。

これらに加えて，顧客の嗜好の変化は，これま

でに経験したことのない程に急速なものであると

いう状況も，考慮する必要があろう。このような

変化に対して，組織はこれらの要求にいかに対処

するかが問題となる。さらに，消費者集団が組織

化され，その力が増大するにつれて，これらの集

団に直面する組織は，この事態に適切に対応する

ために，その構造を変革することが不可欠になる

であろう卿)。

また，特殊な市場ではあるが，労働市場という

問題の考慮も必要となろう。とりわけ，組織が依

存する重要な技能が希少である場合，構造的な変

革に対する強い要求が展開される場合が多い。組

織には，それにとって重要な技能をもつ多くの従

業員が必要であり，技術がドラスティックに分化

すれば，構造もまたそうなるように要求されるわ

けである。つまり，複雑性，フォーマリゼーショ

ンや集権化が増大するわけである１５)。逼迫した労

であろう。

また，とくに注意をすべきこととして，組織を

取り巻く状況は，関連する市場において，急速に

変化するということである。一般的にいえば，企

業を取り巻く市場環境は極めて急速に変化するも

のであるわ。

たとえば，企業間の競争は，企業に対しその企

業の市場への浸透力を強化するというような市場

戦略の変更を選択させることがある。このような

変更は，販売スタッフを維持するために，コスト

の増加をもたらす可能性があろう。この場合，競

合者の行動は，企業の戦略や構造の変革を引き起

こすことになる。さらに，インプットの流れに不

安定性が存在するケースがある。ここでも，この

不安定性の影響を縮小するために，組織の構造的

な変革が期待されることになる。

環境への依存性との関連で，組織変革には特定

の組織形態に移行する一連の戦略がある。ここで

は，そのような環境に対して，組織が積極的に働

きかける事項について叙述しておこう。

直接的な構造的な変革の結果を扱う場合，依存

性縮小戦略が想定される。もちろん，ここでも間

接的な結果があることはいうまでもない。

依存性縮小戦略として，まず第一に，共生的な

相互依存性を作りだすことが挙げられる8)９環境
との依存性を縮小するための一連の戦略は，経営

者の共生的な相互依存性を作りだすという上位概

念の下にまとめられる。そこでは，いわゆる「統

合」が挙げられよう。たとえば，生産段階と販売

段階が相互に関連づけられることである。同様に

また，課題ないし給付プログラムの多角化も，共

生的関係を作りだすことを志向する戦略である。

さらに，一定のプロジェクトを共同して実行す

る場合も，依存性を縮小するものとして考えられ

る。加えて，長期的契約や協定も，依存性を縮小

するために，環境に対する働きかけとして考えら

れるであろう,)。

次に，競争の強度の影響が考えられる'0)。この

競争関係は，相互依存性や不確実性の重要な源泉

である。競争は，一般に，組織に対する外部から

の主要な圧力として考えられる。組織はその競争

力を能率の増大によって維持しようとする傾向が

ある。これが可能になるのは，競合する組織が競
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部環境は，いわゆる環境（外部環境）と密接な相

互関連をもつものである。

内部の問題の圧力のもっとも基本的な源泉は，

組織メンバーそのものにある。この組織メンバー

について詳細に立ち入るに先立って，外部環境と

内部環境の相互作用について簡単に言及しておこ

う。ここで展開しようとする外部環境と内部環境

の区分とは，この両者の間に明確な境界線を引く

ことを意図するものではない。このことは，実際

に不可能である。というのは，前述の科学技術の

ケースで指摘したように，科学技術が製造技術に

直接な作用を及ぼし，それが組織構造にも影響す

るということを想起すればよいであろう。

ある組織メンバーは，つねに組織外の事象に対

する同時的な参加者でもある。たとえば，あるメ

ンバーは，つねに，消費者としての役割を演じて

いる。また，彼らの行動は，社会全体の価値観の

コンテクスト内での特定の行動志向性を展開し，

ある社会的階層への帰属者として，また家族のメ

ンバーとして展開していることなどを想定すれば

よいであろう。言い換えれば，個々の個人は，部

分的にのみ，組織に組み入れられているにすぎな

いわけである。

企業で典型的に示される組織において，個々人

は，部分的に関連づけられる「部分的内包｣血と

いう概念にかかわる事項で示される。ここで仮定

されていることは，組織の外的な事象は，一部分

組織の内部領域を明確にすることが可能であると

いうことである。また，組織の内的事項で，ある

仕事上の世界における個人の経験や体験は，前節

で既述したように，社会全体の価値観をも知らせ

うるということが前提されている。この意味で，

ここでの外部環境と内部環境の区分は，単なる一

定の合目的的な考慮事項に対する規約に過ぎない

わけである③。

上述のように，組織の構造の変革に対する基本

的な原因の一つを，組織のメンバーにみることが

できる。また同様に，変化に対する一つの要素と

して，人間（行為者）があることをリーピットも

指摘している⑪。

したがって，以下において，まず，組織内部の

問題の圧力の源泉としての組織メンバーについて

簡単に検討しよう。

働市場は，交渉のために，従業員に対して意思決

定にあたっての発言権をますます増大させること

になるし，また，彼らに対する直接的な監督を減

少させ，したがって，従業員の意思決定や行動に

対するルールや規制は少なくなる傾向が生じるこ

とになる。

このような市場の変化は，同時に，複雑性をも

包含している。こんにちの産業社会においては，

市場は極めて複雑化し，それをさらに増殖してい

るという典型的な現象が存在している。したがっ

て，こうした事態に対処するために，組織は適切

な構造的な変革を行う必要がある。

さらに，重要な外的な要素ないし圧力として考

えられるものに，社会的変化や人間の価値観の変

化がある'60°

たとえば，高い教育水準や物的な福祉水準およ

び環境汚染問題などを考えればよいであろう。こ

のような社会的変化が生じるのは，社会的な構成

要素における緊張からである。こればかりではな

い。社会的変化はある社会的運動の観点からも検

討される。

社会的運動とは，生活の新しい秩序を確立する

ための組織化された行動である､。これは社会の

ある側面を変革しようとする試みとしても考える

ことができよう。これらの社会的運動の結果は，

一般化された信念の形態で示され，さらに，過去

の社会的運動は，変革の制度化を結果する。つま

り，行政による規制のように，いわゆる法律形態

で提起されたものとなることもある。このような

行政的規制での変化は，構造的変革に対する明確

な推進力でもあるといえる。

3．２組織の内部環境における変化

組織の変革は，関心の対象である構成体たる組

織が組み入れられている環境ないしコンテクスト

の変化からのみ結果するものではない。組織の変

革に対するもう一つの問題の圧力ないし源泉とし

て，内部環境が考察されなければならない。それ

は組織の外部環境と同じくらいの影響力をもつも

のである。この内部環境は，構造的な適応に対す

る直接的な原因となりうる餅問題の圧力の可能性

を展開するものである。もちろん，この組織の内
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組織のメンバーが圧力の源泉となりうるのは，

組織のメンバーが学習能力をもつからである。す

なわち，メンバーはそれまでの学習過程に基づい

て彼らの期待を変更し，彼らの行動に対して，さ

まざまな態度，価値などを徐々に展開するからで

ある。たとえば，新しい組織メンバーによって異

なる価値観が受け入れられるケースがこの例であ

る。このような行動の基礎として，マズローのい

わゆる『欲求階層説』を想定すればよいであろ

う21)。

この具体的な例として，次の二つのものを示し

ておこう鋤。

その第一は，従業員のモラールの低下というケー

スである。従業員のモラールの観点からは，この

問題を処理する一つの方法として構造的な修正が

考えられてきた。つまり，これまでの管理論の文

献では，フォーマリゼーションの程度が低く，ま

た水平的な分化が少なく，意思決定にあたってか

なりの自由裁量が認められることが好ましいと提

唱されてきた。構造における変革として，たとえ

ば，組織をヨリ有機的なものにすることが，管理

者をして従業員のモラールの低下を逆転させるこ

とができる方法であるといわれる。また，このよ

うな問題の解決策の一つとして，職務拡大や職務

充実などが提案されてきた。

もう一つの具体的なケースは，組織における従

業員の転職率という問題である。不満足なレベル

にある従業員の転職は構造的な変革を喚起するこ

とになる。たとえば，組織が，すぐれた実行者で

ありかつ彼の後継者の補充が難しいような従業員

を失う場合，その問題の解決のために，管理者は

組織構造に目を向けることになる。この解決策の

例として，職務の再デザインを挙げることができ

る。おそらく，また，こうした問題を解決するた

めに，報酬システムの修正も不可欠であろう。

このような要因に加えて，さらに重要な組織メ

ンバーの問題として鮎組織の内部で管理者ないし

経営者の候補者を充分に提供しえなという状況が

考えられよう動。つまり，現在の組織構造では，

将来の管理者ないし経営者の職位を充足するため

の候補者を，十分に供給しえない場合があろう。

このような場合においては，大規模な組織構造の

変革が不可欠である。この問題の解決の方法とし

て，さまざまな組織形態への変更が提案されてき

た。たとえば，トップ・マネジメントに仮定され

る能力をもつ個人が不足しているという事態に直

面している組織は，構造を再デザインする（たと

えば，職能的組織から事業部制への移行がその典

型的な例である）という選択を行うことによって，

自前で管理者を養成するという決定をすることに

なろう。

このような個人的な領域に根ざす問題を構造的

な適応の展開の中で考慮することが組織の固有の

関心である鍋)。この内的な困難さの源泉が，将来，

研究でいっそうの意義を獲得することになると思

われる多くの兆候がある。この問題の多くは「組

織開発」というタイトルのもとで展開されている

ことを想起すればよいであろう。

もう一つの内部の問題の圧力の源泉として，戦

略的意思決定が挙げられよう。これは組織目的や

課題と密接な関連がある。この組織目的の変更を

検討しよう。

組織の目的が変化すれば，組織の構造も再デザ

インされることになる。チャンドラーによれば，

｢戦略とは，企業の基本的な長期の目標ないし目

的を決定し，これらの諸目標を遂行するために必

要な行動の採択し，諸資源を配分することとして

定義される。事業活動の量的な拡大，遠隔地に工

場や事務所の設立,新事業分野への進出，事業系

列の多角化等の決定は，新しい基本的な目標を明

確にすることにかかわるものである。これらの目

標を達成したり，また新しい事業領域への企業の

活動を維持し拡大するために，新しい行動を考案

し，また資源の配分や再配分をしなければならな

いのは，需要の推移，供給源の変化経済条件の

変動，新しい技術の開発や競争者の行動に対応す

るためである。新しい戦略の採用は新しいタイプ

の人員と設備が追加され，企業に責任のある人々

の事業の展望が変わるにつれて，この戦略は企業

の組織形態に顕著な影響を及ぼしうる｡｣蕊）

この戦略概念では二つの要素が考慮される。つ

まり，目的と手段である。組織の戦略を構成する

目的や決定は，予め計画され，あるいは重要な決

定の流れのなかでパターンとして展開される。い

ずれにしても，チャンドラーの有名な命題である

｢構造は戦略にしたがう｣動という立場を擁護す
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る人々は，意思決定者が構造を選択することにな

ると考えているわけである。

この戦略は，もちろん，環境（外部環境）との

関連で叙述されることが多いが，企業組織の内部

環境だけにかかわる問題ではない。しかし，環境

を「課題環境」という狭い意味での組織の内部問

題に限定するとすれば，販売促進や流通における

競争の強度，品質や品種における競争の強度など

で把握しうるし，また生産過程の変更の速さや製

品の研究・開発によって新製品が見いだされる程

度などによっても把握されるであろう。

こうした点を考慮して，キルシュらはカーンド

ヮラの研究を引用して，企業の主要な職能領域を

つぎの四つのものに区分している２，．

１．成長領域および財務領域

一新しい投資選択

一長期的投資計画

一短期の資本処理

２．製品開発領域

一研究

一製品開発

一技術的発展の予測

３．マーケティング領域

一販売予測

一マーケティング戦略

４．人事領域

一雇用と解雇

一人員開発

これらの領域において，管理者によって行われ

るべき意思決定，たとえば，投資，研究支出，販

売量，個人の態度などに関する意思決定は，企業

の実際の戦略ということができよう。

組織がイノベーターであるよりも，追従者とし

ての方向に移動するならば，組織構造はヨリ機械

的なものとなる。技術はヨリ標準化され，環境の

監視への要求は増大すべきである。

最後に，技術という問題を考慮しなければなら

ない。この技術という概念は，製造技術と情報技

術とに区分することが重要であろう鋤。すでに外

部環境での科学技術に言及したように，それとの

関連での技術の組織変革への影響については間接

的な影響の観点で簡単に述べた。ここでは，とく

に管理組織への影響という観点から，情報技術に

焦点を置くことにしよう。

ここでは，情報技術を「自動化されたデータ処

理」と同義に用いることにしよう。したがって，

この情報技術は組織のメンバーの意思決定や管理

活動に影響するものである。このような情報技術

はコンピュータで代表されると考えよう。データ

はコンピュータ・システムで集中化され，さらに

データ処理部門に情報が蓄積されることになる。

最近のコンピュータの発展を見れば，経営者ない

し管理者が情報を必要とする場合はいつでも，デー

タ処理部門に蓄積された情報に接近しうることは

明らかである。したがって，管理者は情報の蓄積

をますます分散化することが可能になる。

このことからも明らかなように，情報技術は集

中化と分散化を同時に進行する可能性をもたらす

ということができる。組織理論では，伝統的に，

集中化と分散化は排反的なものとして，つまりゼ

ロ．サムゲームとして把握してきた。言い換えれ

ば，一方が増加すれば，他方はそれに対応して減

少するということである。したがって，集中化と

分散化の適切なバランスを発見することが鈩組織

理論ではコンスタントなジレンマにあったわけで

ある。

さまざまな職能領域の情報課題を総括するとい

う傾向は，投入された物的手段のコストとその最

適な最大限の能力の達成という努力から生じる。

同じ方向で，最近の速やかに改善された技術的可

能性は，多くの情報量の遠隔地への伝送に作用す

るものである。情報の把握は集中化に対する趨勢

を追及するものではない。それはますます分散化

されるものである。というのは，データの遠隔地

への伝送という技術やデータ把握の領域における

新しい発展は，本来の場所での情報の分散的な把

握やその結果としての集中的な処理が可能となる

からである。いっそうの情報技術的発展は，短期

的には，情報処理の分散化を導くであろう。しか

し，組織の意思決定システムのコンピュータ役人

の作用は上述の点にかかわりないものである。い

かなる程度で情報処理技術が投入されるかは，そ

れと人間とのコストの観点での比較優位の原則に

基づくものである鰯)。

情報技術は，組織の変革を積極的に推進すると

いう側面と消極的に反応するという側面の二つを
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もつものである。ここでは，前者を行動変数とよ

び，後者を反応変数と呼ぶことにしよう。

行動変数としての情報技術は，組織の効率的な

構造の実行を可能にする。逆にいえば，情報技術

を効率的に利用するための組織形成の新しい形態

が見いだされなければならない。コンピュータの

応用は，目的規定的であり，また，さまざまな社

会的環境において，異なって生じるものである。

コンピュータ技術そのものにあまり因果的力を帰

せることはできないであろう。したがって，情報

技術の発展は，情報技術に関して，組織の個々の

成熟度に依存する組織的な解答に影響することに

なる。

情報技術への反応変数としての組織の変更は，

情報技術の効果を弱めるような影響をもたらすも

のである。したがって，基本的に要求される問題

は，情報技術的な受容という問題である。これは

組織における情報技術的な逆機能性の作用を強化

するものであるといえよう。

もう一つの理由は，組織メンバー間の権力関係

を変更する可能性にある。とくに，組織メンバー

への影響，すなわち情報技術を通していかなる統

制が実行されるかが強化されることになる。

組織における情報技術の長期的な影響は，変革

を促進する局面とそれを抑止する側面でのバラン

スをとることにある。このバランス問題は，単に

情報技術だけの問題ではない。次に，変革に対す

る抵抗と構造次元に対する意義という問題に焦点

をおいて検討することにしよう。

８）Ｖ91.,ｉbid.，Ｓ３１２． 

９）Ｃｆ．Ｒ、Cyert＆jMarch，ABehavioral

TheoryofTheFirm，1963,ｐｐｌｌ９ｆ、

10）ＶｇＬ，Ｇ,Schaz,ａ､ａ,0.,ｓ､313～314. 

11）ＶｇＬ，ibid.，Ｓ､３１４～３１５．およびＣｆＪ．Ｄ・

Thompson，OrganizationinAction，１９６７， 

ｐ，２０f， 

12）Ｖ91.,ｉbid.，Ｓ３１５．およびＣｆ.』.Ｄ・Ｔｈｏｍｐ－

ｓｏｎ，ｏｐ・Cit.，ｐｐ２１ｆｆ、

13）ＶｇＬ１ｉｂｉｄ.，Ｓ､315、

14）Ｃｆ.Ｓ・Robbins,OrganizationTheory,2ed.，

1987,ｐ310. 

15）Ｃｆｏｐ・Cit.，ｐ､309.

16）Ｖ91.,Ｇ,Schanz,ａ・ａ､０，ｓ､326～327.

17）ＢＨｏｄｇｅ＆Ｗ､Anthony，ｏｐ・ｃｉＬ，ｐｐ,618f，

18）Ｉbid.，Ｓ327. 

19）ＶｇＬ，ibid.，Ｓ､327. 

20）CfHLeavitt，ManagerialPsychology， 

４ed.，1978,ｐ､２８７．また，拙著『現代の経営組織』

平成元年，118頁を参照されたい。

21）Ｃｆ・AMaslow，MotivationandPersona‐

ｌｉｔｙ，３ｅｄ.，1970,pl5ff， 

22）Ｃｆ・SRobbins,ｏｐ・Cit.，ｐｐ､311～312.

23）Ｃｆ.ｉbid.，ｐｐ312. 

24）ＶｇＬ，Ｇ・Schanz1a・ａ､0.,ｓ328.

25）ＡＣhandler,Ｊｒ.，StrategyandStructure， 

1962,ｐｐｌ３～14.邦訳『経営戦略と組織」1967,

29頁。

26）Ｉbid.，ｐ14.および『前掲訳瞥』３０頁。

27）Ｗ’Kirsch，Ｗ､‐MEsser,Ｅ、Gabele，ａ、ａ、

０．，ｓ、167.

28）製造技術と情報技術については，「前掲拙著」

129頁～144頁を参照されたい。

29）サイモンはこのような見解を批判し，コンピュー

タ技術の発展は，組織構造を現状とそれ程変わら

ないものとするし，それより生じると主張される

さまざまな不安や批判に対して，極めて楽観的な

見解を展開している灘。

※Ｃｆ.Ｈ・Ｓｉｍｏｎ，TheNewScienceofManage‐

mentDecision,２ed.，1977,邦訳『意思決定の科

学』を参照されたい。
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3）Ｃｆｉｂｉｄ.，ｐ150. 
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６）ＶｇＬ，ibid.,Ｓ３２６． 

７）Ｖ91.,ｉbid.，Ｓ３２６ 
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するという機能をもっている。すなわち，状況の

基本的な重みづけをすることなしに，代替的方法

の中からの決定が可能となるのは，習慣が存在す

るゆえである。

したがって，この習慣の存在は，意思決定を必

要とする状況の新しい側面に注目するという可能

性を示すものである。しかし，これにはまた，人

間が，ある反応を行うことが危険であるという状

況に直面する場合でも，これまでと同じ反応を喚

起することや，いわゆる「計画のグレシャムの法

則｣‘)を機能させる点にも注意すべきである。

習慣が目的の達成にとって合目的的なものであ

るといわれるのは，それが，時間節約的あるいは

コスト節約的な性質をもつからである。したがっ

て，習慣は合目的的な行動にとって極めて有用で

あるということができる。しかし，それはまた，

必ずしも合理性のメルクマークを示すとは限らな

い。というのは，習慣は，つねに，ある種の保守

的な要素を伴うのが普通であるからである。実行

される，あるいは告知される変革は，個人差はあ

るけれども，まず，懐疑的に考察されるか，ある

いは，最初からそれが消極的に判断されることが

多いものである5)。

習慣的な行動様式の遂行は，個人の独自の満足

価値を獲得することを志向するものである。一般

に，変革への抵抗が発生するのは，変革が，これ

までの状況に対して，一定の不利益を経験するこ

とになるかも知れないという，ある種の「恐れ」

に基づくからである。つまり，欲求満足への努力

に関して，変革によってのマイナスの結果を個人

が予想するわけである。このような「恐れ」は，

客観的なものではなく，むしろ変革に直面するメ

ンバーの主観的な知覚に基づいて生起するもので

ある6)。

この「恐れ」と類似したものに「不安」という

概念がある。この二つの概念は，日常的な用語法

においては大きな相違はみられないが，心理学的

には，この二つの概念は，以下の点で異なるとい

われている？)。

（１）恐れには，恐れを引き起こす特定の対象が

あるけれども，不安には，このような対象は

ない。

（２）恐れは対象に集中しているが，不安は弥漫

4．変革への抵抗と構造次元での変革の意義

組織の変革は組織の存続にとって不可欠な事項

ではある。しかし，それは穏やかに，またなんの

問題もなく展開されるとは限らない。むしろ，組

織がその変革を行うにあたってはさまざまな抵抗

を伴うのが普通であろう。また，変革の過程の経

過においても，変革はさまざまに発現するもので

ある。

ここでは，まず，変革に対する抵抗が生じる理

由を検討し，次いで，構造次元での変革の意味を

検討することにしよう。

4．１変革への抵抗の原因

組織の変革に対する抵抗はさまざまな原因に基

づいて生起するであろう。たとえば，変革への抵

抗を引き起こすものして，不確定性，あるいは代

替案についての不十分な情報などに基づいて結果

する無知，メンバーの怠慢に基づく不活性や機会

の看過，現状に対する固執，社会的および対人的

理由，代替性，実現性，経験および誤った論理な

どを挙げることができよう、。

すでに述べたように，現状とはある種の均衡状

態を意味している。一般的にいえば，人間は現状

に満足する性向をもつものである。変革とは，こ

のような現在の満足な状態を変えようとするもの

であるから，したがって，この変革に対する抵抗

が付随現象として発生することは当然であるとい

うことができる。

このような状況において，まず，人間行動にお

ける基本的な側面，つまり，人間の習慣的な行動

の役割について考察することが不可欠である。と

いうのは，人間が合理的に行動するにあたって，

この習慣の果たす役割が極めて重要なものである

と考えられるからである2)。

習慣とは，「反復的な状況の側面を意識的思考

領域から除外する｣3)ことにより，合理的な行動

のパターンを維持することを助ける有用なメカニ

ズムの一つである。この習慣は，適切な行動をも

たらすための意思決定を，意識的に再考する必要

なしに，同じ刺激や状況に対して同じ反応を結果
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（びまん）性で漠としている。

（３）恐れには，恐れを引き起こす対象から逃げ

よう，また攻撃しようという感が伴うが，不

安には，無力感が伴っている。

（４）恐れは合理的であるが，不安は不合理であ

る。

（５）一般に，恐れはある時間で終わるものであ

るのに対し，不安はある期間続く。

これからも明らかなように，恐れとはある特定の

対象を前にしてもつものであり，他方，不安とは

特定の対象には関係しない，かなり暖昧な感情で

あるということができる`)。

変革という状況に関連して，当該メンバーは，

基本的には，その結果に関して予測することにな

ろう。その場合，上述の二つの概念の基礎には，

その当該メンバーのもつそれぞれの情報水準に相

違があるということができる。したがって，具体

的な措置によって，変革の当該メンバーの情報の

程度に影響することが可能となる。

変革への抵抗を小さくするための主要な手段と

して，コミュニケーションを挙げることができよ

う。ここで仮定されることは，抵抗の原因は，主

として，過った情報や貧弱なコミュニケーション

にあるということである9)。変革に関して，メン

バーが，完全な事実を受け取り，誤解を一掃する

ことができるならば，その変革に対する抵抗は弱

まるであろう。したがって，組織のメンバー間に

適切なコミュニケーションがあり，信頼性がある

ものであれば，変革の成功はそれだけ高くなるで

あろう。

メンバーの行動や態度の変革を導くものに，そ

のメンバーの基礎にある規範や価値観の変更もあ

ると考えることができる。この変革は，また，当

該メンバーによって積極的に行われる学習過程の

結果でもある。それゆえ，変革への抵抗を少なく

するためには，広汎にわたるメンバーに対する支

持的な努力が不可欠である。たとえば，メンバー

が高度な恐れや不安を持っているとすれば，相談

や治療，新しい技能訓練などを通して，変革への

調節を促進することが可能になる。しかしこの場

合，このような措置にはかなりの時間やコストが

かかるという問題がある。さらに，これらの措置

は必ずしも変革の成功を保障するものではないこ

とにも注意しなければならない１０)。

これらの点から，変革への抵抗という観点で，情

報という問題が重要であるということが明らかに

なろう。したがって，ここで，変革の過程におけ

る情報の意義について検討することは好都合であ

ろう。

一般的には，変革を行うにあたって，変革が必

要である理由を，その当該メンバーに対して情報

内容として知られていることが不可欠である。こ

こでの関心は，当該メンバーに，その問題の理解

の程度を改善させることにある。さらに，メンバー

に提示される情報内容は，追及されるべき最終目

標を示すという性質をもつことが必要である。バー

ナードが指摘しているように､，この最終目標に

至る過程において，この最終目標との関連で，中

間目標ないし部分目標の提示が，「戦略的要因」

として機能することになる。加えて，変革がもた

らすと予想されるき副作用に関しても明らかにし

なければならない。

計画される変革に関する情報を通して，当該メ

ンバーは，通常，変革の種類や範囲に関する期待

を形成することになる。したがって，情報が包括

的であれば，それだけ期待が正確に形成されるこ

とになるわけである'2)。このことは，変革に対す

るメンバーの異なる知覚に対して，一定の関係を

作りだすことになる。

たとえば，ある状況において，メンバーの脅迫

的な体験を通して生じる不安は，著しく低い情報

度の結果として特徴づけることができるかもしれ

ない。変革にかかわるメンバーによるもっとも包

括的な準備は，この変革についての情報を，不安

を削減するための適切な手段として考えさせるこ

とにある。

もう一つの仮定される問題は，情報を通して，

新しい状況の必要条件と変革に直面するメンバー

の知覚との間にある不一致が明らかになるという

ケースである。この場合，変革に対する抵抗の強

化が考慮されなければならない。

他方，追加情報により，メンバーが変革の有利

性を明確に知覚しうるケースにおいては，抵抗の

縮小ということが問題となる。これらの点から，

公開という情報政策は，必ずしも変革に対する一

般的な信頼性を与える手段であるということlまで

Hosei University Repository



4８ 

(よ，さまざまなものがあるが⑤，ここでは，複雑

性，フォーマリゼーションおよび集権化という次

元を検討することにしよう。

複雑性

通常，組織には，組織目的を達成するために，

組織目標から導かれるさまざまな部分課題が配分

されている。課題の分割の方法にしたがって，水

平的分化と垂直的分化とに区分されるのが一般的

である。ここでは，複雑性を組織内に存在する分

化の程度ということにしよう'６)。

組織の複雑性を変革することは，組織のイノベー

ションの能力を改善するための一般的な方法であ

る。複雑性とはその課題がプログラム化されるか

否かにかかわるものである功。複雑性が大きくな

れば，組織はますます柔軟に，適応的に，またイ

ノベーティプなものになるであろう。組織の課題

がプログラム化されるものであれば，それだけメ

ンバーの自由裁量が制約されることになり，適応

能力やイノベーティブな側面が小さくなるわけで

ある。したがって，複雑性とはプログラム化され

る程度が小さいこと，あるいは意思決定への参加

の程度の大きなものを意味している。

そこで仮定されることは，課題の複雑性が大き

ければ，それだけ「プログラム｣18)の変革の割合

が大きくなるということである。というのは，課

題の複雑性が増大するということは，分化された

部門間のコンクリフトが増大し，課題間の調整要

求をいっそう高め，いわゆる専門家はその専門領

域にのみ注目する傾向が強まるからである。変革

に対する能力は複雑性と密接に関連しているわけ

である。たとえば，ローレンスとローシュは，彼

らの調査に基づいて⑨，プラスチック産業での企

業は，ヨリ多くの部門やさまざまな役割をもつと

いう。このことから，不確実性が大きく，産業で

の変化が大きければ，組織の複雑性が大きくなる

と指摘している。

したがって，組織の構造が相対的に複雑なもの

であれば，それだけ変革にかかわる危険や不確実

性は小さいものとなり，多くの部門や単位が意思

決定にかかわることになる。複雑性が低ければ，

メンバーの間には大きな同質性が仮定され，変革

の担い手間のコミュニケーションはヨリ統一的な

ものとなろう。

きない。

4．２構造次元での変革の意義

一般的にいえば，組織は同じような目標や環境

をもつが，しかし，組織の行う変革に関しては，

それぞれの組織において大きな相違が見られるの

が普通である。組織構造を変革するにあたって，

勢力という問題との関連を扱うことが不可欠であ

る。この勢力という問題は，いわゆる「権限」の

みを意味するものではなく，広く社会的制裁など

をも含めて，メンバーに望ましい行動を強制する

ことを意味するものである。この勢力は変革にとっ

て重要な要因である。というのは，勢力は，通常ｂ

変革をもっとも容易に実行する方法であり，最初

からのその強制にもかかわらず，一定の時間後に，

それが受容されると仮定されているからである。

したがって，この勢力が変革の過程に投入される

方法が問題となろう。

組織構造の相違は，変革に対して異なる適切さ

をもつのである。たとえば，一般に，官僚制は変

革やイノベーションに対してかなりの抵抗をもつ

ものと考えられてきた。変革という目的を達成す

る最善の方法は，組織の生産過程を修正すること

に加えて，組織におけるある役割あるいは関係，

すなわち構造的側面を修正することであると決定

されるかも知れない。ここでは，この後者の側面

を検討しよう。

その際，とくに考慮される問題に参加という問

題がある。管理論の文献においては，参加という

概念は，変革にかかわるメンバーに対して，変革

の過程や結果に対して極めて有用な影響をもつも

のとしてその可能性が強調されている③。この参

加の重要性を主張する見解によれば，変革に対す

る抵抗は回避されるか，あるいは抵抗は全く拒絶

されることになる川)。

組織の構造は，基本的には，組織の役割の遂行

を支配する関係のパターンである。したがって，

橘造的に変革に影響することは，さまざまな組織

の次元を変えることにかかわるものである。

これらの点を考慮しながら，以下において，機

造の次元から，変革のもつ意義について検討する

ことにしよう。組織構造の次元を分類する方法に
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織内での勢力の配分にかかわるものであり，意思

決定が組織の単一の点に集中している程度2,,あ

るいはメンバーが意思決定に参加する程度で示さ

れるものである。

一般的には，すでに指摘したように，管理論の

文献では，分権化された意思決定はイノベーショ

ンや適応可能性などに対してプラスの影響をもつ

といわれている。つまり，高度に集権化された組

織は，ますます厳密なものとなり，イノベーティ

プなものではないという傾向をもつものである。

そこでは，組織はそのメンバーが厳密な統制を必

要とするという仮定を内包しているわけである。

意思決定にかかわる多くの人々は，ヨリ多くの知

識に基づき行動したり，さまざまな展望や多様な

アイディアに基づいて行動しうるものである。し

たがって，新しいアイディアや概念および提案は，

メンバーの行動を通して変革に対する組織の能力

を促進するものである。

上述の主張に基づくならば，変革が有効なもの

であるとすれば，いわゆる分権的な意思決定によ

り，その変革の成功が保障されるわけである。つ

まり，意思決定への参加の価値が高く評価される

ことになる。意思決定への参加が大きくなれば，

それだけインプットを提供するメンバー群を拡大

し，メンバーに対するコミットメントを高めるこ

とになる。

ここで，もう一度集権化と複雑性の関係および

集権化とフォーマリゼーションの関係を要約して

おこう22)。すでに指摘したように，集権化と複雑

性の関係には逆の関係が存在する。つまり，分権

化が高度な複雑性に関連するわけである。

例を挙げよう。職業的な専門家の数の増大は，

意思決定に必要な専門的知識や能力の増大を意味

するわけである。逆に，作業決定の集権化が大き

なものであれば，専門的な訓練はそのメンバーに

よって提供されることは少なくなろう。このこと

から，高度な複雑性は分権化と結びついていると

いえるわけである。

集権化とフォーマリゼーションの関係は，上述

の集権化と複雑性の関係ほど明確に示しうるもの

ではない。というのは，経験的な調査結果には，

逆の関係を示すものがあるからである。そこから

この両者の関係は極めて複雑なものであるといえ

フォーマリゼーション

フォーマリゼーションは，上述の複雑化とは排

反的な概念である。フォーマリゼーションとは，

メンバーの行動を支配するルールや規制の程度で

示されるのが通例である。すなわち，組織内の職

務が標準化される程度で示される20)。したがって，

フォーマリゼーションの程度が大きければ，プロ

グラムの変革の割合は低くなる。すなわち，組織

内でのルールや規則の数が多ければ，それだけ組

織における厳密性や硬直性が大きくなる。その結

果，組織の意思決定への参加の度合いは小さいも

のとなる。

また，このフォーマリゼーションは，組織を安

定化し，組織の現状を強化するものでもある。そ

れゆえ，組織におけるフォーマリゼーションの程

度が高ければ，組織の適応性やイノベーションを

妨げる性質をもつことになるわけである。言い換

えれば，組織の課題がヨリ信頼しうるものであり，

予測可能なものであれば，組織の変革の力は，そ

れに対応して弱くなるといえよう。

組織でのフォーマリゼーションの程度が高けれ

ば，急速な変革を処理するためのメカニズムをも

つことが不可欠になる。一般に，このメカニズム

は，急速な変革の下では，組織の利用可能な代替

案とは著しく相違するものである。したがって，

急速な変革を展開するために，分権化が不可欠に

なるわけである。つまり，高度なフォーマリゼー

ションは，組織の変革を活性化する結果として，

あるいは変革のルールや規制を再構成することに

なるわけである。とはいえ，フォーマリゼーショ

ンは，変革のための障害を作りだすものである。

この障害を除去することが必要になるが，この除

去のための過程は極めて時間のかかるものである

ということが想定されよう。

組織のルールや規制とこの変革の両立性が高け

れば，それだけ変革の採用はいっそう容易なもの

となる。したがって，あまり急速ではない変革に

対して，それへの抵抗は恐らく極めて小さいもの

となるであろう。

集権化

集権化はプログラムの変革とは逆の関連性をも

つものである。集権化を定義する方法には多様な

ものがある。単純化していえば，集権化とは，組
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よう゜

高度なフォーマリゼーションは，集権的な榊造

ないし分権的な構造と結びついているといえる。

たとえば，組織のメンバーがもっぱら未熟練的な

ものであれば，これらのメンバーを導くために多

くのルールや規制が利用されるであろう。そこで

は専制的な仮定が支配的であり，管理者は権限を

集中化しようとするわけである。つまり，統制は

トップ・マネジメントでの意思決定の集中とフォー

マリゼーションを通して行使されよう。また，専

門的なメンバーは，低いフォーマリゼーションと

分権化を好むであろう。

15）これについては，拙著「現代の経営組織」平成

元年，６３頁以降を参照されたい。

16）Ｃｆ､SRobbins,ｏｐ・Cit.，ｐ､56.

17）Ｃｆ、AMelcher,StructureandProcessof

Organization，1976,ｐｐ９１ｆｆ 

ｌ８）ただし，ここでいう「プログラム」とは，組織

の提供する製品や用役の総計である蟻。念のため。

、※Ｖ91.,Ｗ．Kirsch，W-MEsseriBGable，

DasmanagementdesgeplantenWandeles 

vonOrganisationen，1979,ｓ１９９．および，Ｃｆ．

Ｒ・Hall，OrganizationsI4ed.，1987,ｐｐ、７０ff

l9）Ｃｆ・PLawrence,Ｊ・Lorsch，Organization

andEnviroment，1967,ppl51ff、

20）Ｃｆ.Ｓ､Robbins・ｏｐｃｉｔ.,ｐ､64.

21）Ｃｆｉｂｉｄ.，ｐ､73. 

22）Ｃｆｉｂｉｄ.，ｐｐ､７９～80. 

〔注〕

ｌ）ＶｇＬ，Ｗ、Staehle，Management，1980.ｓ

588ｆまた，観点は若干異なるが，次の文献も参照

されたい。Ｃｆ.Ｄ・Ｋａｔｚ＆Ｒ・Ｋａｈｎ，TheSocial

PsychologyofOrganizations，２ｅｄ.，１９７８，ｐｐ、

414～415. 

2）サイモンは，合理的行動における習頒などの心

理的要因の重要性を強調している感・

※Ｈ、Ａ、Ｓｉｍｏｎ，AdministrativeBehavior，

３ｅｄ.，1976,ｃｈ、５．

３）Ｉbid.,ｐ,８８． 

４）ＨＡＳｉｍｏｎ,TheNewScienceofManage‐ 

mentDecision,2ed.,ｐ,５３． 

５）Ｖ91.,Ｇ.Schanz,Organisationsgestaltung， 

1982,ｓ､３３１． 

６）ＶｇＬ，ibid.,Ｓ,３３２． 

７）心理学事典（平凡社）596頁，参照。

８）Ｖ91.,Ｇ.Schanz,ａ・ａ､０．，s､３３３．

９）ＣｆＳ､Robbins,OrganizationTheory,2Ｇｄ.， 

1983,ｐ､316. 

10）Ｃｆｉｂｉｄ.，ｐ､316. 

11）Ｃｆ,CBarnard,TheFunctionsofTheBxe‐ 

cutive，1938,ｐｐ，205ff 

l2）Ｖ91.,Ｇ.Schanz,ａ､ａ､０．，ｓ335. 

13）古くは，ホーソン実験において参加の重要性が

指摘されている鰹。

※ＣＬＦ､Roethlisberger／Ｗ,Dickson,Ｍａｎａ－ 

ｇｅｍｅｎｔａｎｄＴｈｅＷｏｒｋｅｒ，1939, 

14）ＶｇＬ，GSchanz,ａ・ａ､０．，s､３３６．

5．おわりに

組織が存続し続けるために，つねに，その構造

の変革を意識する必要がある。これまで叙述して

きたように，組織を変革するにあたってさまざま

な要因が影響するわけである。

要約すれば，組織の変更は，外部的要因（外部

環境）と戦略的な内部環境（コンテクスト）とに

依存することが示された。つまり，組織の変革は

それを取り巻く環境と組織そのものの内部環境か

らの変革要請に起因するものである。計画的な組

織の変革の過程を簡単に述べたが，この変革の過

程は，いわゆる意思決定の過程と極めて類似して

いることが理解されよう。

組織が変革を行うにあたって考慮しなければな

らないことは，つねにある種の抵抗が生起すると

いうことである。この抵抗を可及的に縮小するた

めには，コミュニケーションないし情報の問題が

重要な要因となるわけである。

ここで記述した問題は，異なった関連でも示す

ことができる。つまり，一定のコンテクストに関

してある特定の構造が導出される。組織は，コン

テクストと構造の間の結合像として，あるいはメ

カニズムとして把握されるのが一般的である！)。

このメカニズムが，コンテクストの問題に反応す
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規定的な基準を認識しようとすることである。こ

れは相互作用的な考察ということができる。

また，もう一つの側面が考慮されなければなら

ない。組織においては，多くの小さな変更は頻繁

に発生するが，より大きな，基本的で稀な変更は

制度的な枠組み条件を基礎として生起する。した

がって，相互作用の過程は，偶然的にあるいは任

意に経過するものではないといえる。この制度的

な枠組み条件は，個々の相互作用の過程への影響

要因と考えることができる。この意味において，

これは構造的な考察を行うものである。

相互作用的な考察は，一定の実質的な変更を前

提し，それに先立つ相互作用の過程やそれと直接

結びついている原因を調べることが必要である。

そこでは，生じることが稀なあるいは基本的な変

革の過程が問題であるので，この過程の構造化に

ついては詳細に言及されないことが多いというこ

とができよう。

これに対して，構造化の方向は，組織の変革の

過程，その規制やその影響量の一般的な記述を行

うものである。この方向化は組織の変革に対して

の具体的な内容から抽出されることが多い。

組織の変更にあたって，このようなさまざまな

要素を考慮することが不可欠である。しかも，各

要素がそれぞれ個々に考慮されるのではなく，同

時的に検討されなければならない。というのは，

組織の変革は，組織の業績という観点で評価され

なければならないという性質をもつからである。

その評価に基づいて，また，新しい組織の規制が

作り出されるわけである。

本稿で詳細には言及しなかったが，組織のトッ

プ・マネジメントの変革に対する意識ないしその

ための覚悟やメンバーの行動の変化なども重要な

要因である。この問題は，いわゆる「ＱＷＬ」あ

るいは「組織開発」において，展開されている主

要なテーマである。この課題はまた改めて別の機

会に検討することにしよう。

るのは特定の構造的解決によってである。

また，組織に対する意思決定者の目標像や経営

哲学ないし組織哲学が組織の変革に作用するであ

ろう。この目標や経営哲学あるいは組織哲学とな

らんで，この組織の変更は，制度化された条件に

よっても特徴づけられる。その際重要なことは，

この制度化された条件が組織変更にあたって存在

する複雑な知覚過程，解釈過程および交渉過程に

応用されるに先立って，それが詳細に考察されな

ければならないということである。

このようなさまざまな要因の関連は，つぎのよ

うに図示することができる幻。

丑
通
常
の
形
成
過
程
の
規
制

← 

← 

経営

哲学

ないし

組織

哲学

← 

丑

この図式を簡単に述べておこう。組織の変更に

際して問題となるのは，イノベーションの過程で

あると強調されることが多いということである。

このイノベーションの過程は，基本的な変更に作

用するものであるが，しかしめったに現れるもの

ではなく，またいかなる組織的な予防措置も存在

しないものである。それに対応して考察されるこ

とは，行為者間の相互作用の過程であり，そこで

〔注〕

1）Ｖ91.,Ｍ.Welge,Unternehmungsfiihrung， 

Ｂｄ、２：Organisation，1987,S227ff

2）Ｉbid.,Ｓ､２５７． 

企業の戦略：コンテクスト

組織の変更過程の原因

組織変更過程への外的影響蹟作過し組更程互のとの変過相用程て織の 者動とフト為行饗ンク行と影コリ
組織形成の成果

新組織的規制
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